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1. 背景目的 
 M7 程度の首都直下地震が 30 年以内に 70％程度の確

率で発生すると推定されている 1)．こういった中で，東

京特別区では未だ木造密集地域が点在しており，江東

区北砂地区もその一つである．北砂地区は道路幅員が

非常に狭くなっている箇所が多く，加えて災害発生時

に避難先となる公園などのオープンスペースも不足し

ており，首都直下地震が発生した場合に住民の円滑な

避難が阻害される危険性が高い．また前述の通り，木

造密集地域という特性上，延焼火災が発生する危険性

も非常に高くなっている．こういった状況下において，

今後合理的な防災まちづくりをしていくためには，事

前に住民の避難行動を把握しておくことが不可欠にな

ると考える．そこで我々は，高田らの研究 2)を参考に「避

難意識調査」と称した SP 調査を行い，首都直下地震発

生時にとると予想される行動についてアンケート調査

を行なった． 
2. 研究対象地区について 
 本研究では江東区北砂 3・4・5 丁目を研究対象地区

として設定する．当該地区の 3・4 丁目は東京都震災対

策条例に基づいて東京都が 5 年スパンで公表している

地域危険度において，最も危険性が高い総合危険度 5

に指定されている 3)． 
3. 避難意識調査 

「1月某日の明け方にM7.3の首都直下地震が発生し，

北砂地区で震度７の揺れを記録した．」という設定の

下で，延焼火災なし・ありを想定した 2 パターンに分

けて質問した（図 1）．調査票は研究対象地域の世帯に

ランダムで 2500 部を郵送配布した．回答数は 525 部と

なり，回収率は 21%となった． 

4． 調査結果・考察 
 自宅から避難すると回答した人の割合は延焼火災な

しの場合で約 46%，延焼火災ありの場合で 70%となり，

火災の有無で回答が別れる結果となった．避難すると

回答した理由としては火災なしの場合が「余震が怖い」，

火災ありの場合で「延焼火災を懸念して」が最も多く

なった（図 2・3）．また，延焼火災なし・ありの場合

とも避難先の種別としては学校が過半数を占めた（図

4）．この要因として，多くの回答者が避難場所と避難

所という概念を混同しており，予め避難生活を想定し

て避難先を選んでいることが考えられる．また，学校

に続き広域避難場所が火災なし・ありの場合ともに約

20％の回答割合となり，延焼火災ありの場合でも大き

く回答割合が向上することはなかった．避難先の選択

理由としては延焼火災なし・ありの場合ともに「家か

ら近いから」「敷地が広いから」が多数を占めた(図 5・
6)．さらに，回答者が記入した避難先までの移動時間

の累積割合を 1 分間隔で最大 10 分まで算出した（表 1・

図 7）．その結果，移動時間 5 分までの累積割合は火災

なしの場合が 74.1%，火災ありの場合が 78.7%となり，

7 割以上の回答者が自宅から 5 分圏内に避難すること

がわかった．また移動時間 10 分までの累積割合は火災

なし・ありの場合ともに約 95%となった． 
5． まとめ 
 本研究では避難意識調査と称した SP 調査を行い，首

都直下地震発生時にとりうる行動についてアンケート

調査を行った．避難先としては大多数の回答者が学校

を選択する結果となり，学校の認識度および信頼度の

高さが裏付けられる結果となった．しかしながら，1995
年 1 月 17 日の阪神淡路大震災の事例では，地震の発生

時間が明け方だった為に学校の校門が開いておらず，

避難できなかった住民が一定数いたことが記録されて

いる 4)．本研究で行った避難意識調査でも阪神淡路大震

災の例に基づき，地震発生時刻を 1 月の明け方に設定

した．もしこの設定通りに首都直下地震が発生した場

合，多数の住民が学校に向かうものの避難することが

できず，避難完了までに余計な時間を費やしてしまう

可能性もあり得る．また東京都では大地震発生時に一

時集合場所を経由して広域避難所へ向かう二段階避難

を計画しているが，本研究の避難意識調査では一時集

合場所に向かうと回答した人の割合は火災なし・あり

の場合ともに 10％未満となった（図 4）．これは二段

階避難が周知されておらず，一時集合場所の概念が認

知されていない実情を反映しているのでないかと考察

する． 
 今後は避難意識調査で得られたサンプルをもとに避

難行動モデルを構築し，各種パラメータ解析や街区単

位による各避難先への避難者数推計を目指す． 
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図 1 避難行動のフロー 

 

 

図 2 避難する理由（火災なし） 

 

 

図 3 避難する理由（火災あり） 

 

 

 図 4 避難先の種別 

 

 

図 5 避難先選択の理由（火災なし） 

 

 

図 6 避難先選択の理由（火災あり） 

 

表 1 避難先までの移動時間の分布 

移動時間（分） 累積サンプル数 累積割合(％) 累積サンプル数 累積割合(％)

1 20 8.8 36 10.5

2 37 16.2 66 19.3

3 81 35.5 130 38.0

4 84 36.8 130 40.1

5 169 74.1 269 78.7

6 171 75.0 272 79.5

7 176 77.2 279 81.6

8 180 78.9 284 83.0

9 180 78.9 284 83.0

10 217 95.2 326 95.3

火災なし 火災あり

 

 

 

図 7 避難先までの移動時間の累積割合
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